
施策名：介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

・介護サービス需要の増加への対応や介護人材の確保が喫緊の課題となっており、サービス提供の存続にも関わる重要な問題
である。特に小規模法人を中心に、従来の方法や単独では必要な人材確保が難しい法人も多く、経営の効率も悪くなるという悪
循環に陥りがちである。
・こうした状況を踏まえ、介護現場の生産性向上の取組や、経営の協働化・大規模化等を通じた職場環境改善に取り組む介護
サービス事業者に対する支援を行う。

・生産性向上の取組を通じた職場環境改善について、ICT機器本体やソフト等の導入や更新時の補助に係る支援に加え、地域全体で事業所における機器導
入やそれに伴う人材育成に対する補助を行う。また、小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善の取組に対して補助を行う。

・生産性向上の取組や経営の協働化・大規模化等を通じた職場環境改善を推進すること
により、介護人材の確保や介護サービスの質の向上に繋げていく。

【実施主体】
都道府県 （都道府県から市町村への補助も可）

【負担割合】

(1)①、(2)・・・国・都道府県３／４、事業者１／４
(1)②・・・国・都道府県 １０／１０
(1)①及び（２）を実施する場合･･･

国・都道府県４／５、事業者１／５
※国と都道府県の負担割合は以下のとおり
（1）①、（2）・・・国４／５、都道府県１／５
（1）②・・・国９／10、都道府県１／10

国 都道府県 事業者
市町村

【事業スキーム】

（１）生産性向上の取組を通じた職場環境改善
①生産性向上に資する介護ロボット・ICTの導入や更新
・事業所の業務効率化に向けた課題解決を図るための業務改善支援及びこれと一体的に行う介護ロボット・ICTの導入や更新に対する支援
②地域全体で生産性向上の取組を普及・推進する事業の実施
・地域の複数事業所における機器の導入に向けた研修や、地域のモデル施設の育成など、都道府県等が主導して面で生産性向上の取組を推進
・都道府県等が主導して、ケアマネ事業所と居宅サービス事業所の間で交わされるケアプランデータ連携システム等の活用を地域で促進し、データ連携に
よるメリットや好事例を収集

（２）小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善
・人材募集や一括採用、合同研修等の実施、事務処理部門の集約、協働化・大規模化にあわせて行う老朽設備の更新・整備のための支援 等

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

○

【○介護・障害福祉分野へのＩＣＴ・ロボットの導入等による生産性向上や経営の協働化等を通じた職場環境の改善】

令和５年度補正予算 351億円
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介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業
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通称：介護現場デジタル改革パッケージ

（１）生産性向上の取組を通じた職場環境改善
① 生産性向上に資する介護ロボット・ICTの導入や更新

⚫ 事業所の業務効率化に向けた課題解決を図るための業務改善支援及びこれと
一体的に行う介護ロボット・ICTの導入や更新に対する支援

②地域全体で生産性向上の取組を普及・推進する事業の実施
⚫ 地域の複数事業所における機器の導入に向けた研修や、地域のモデル施設の
育成など、都道府県等が主導して面で生産性向上の取組を推進

⚫ 都道府県等が主導して、ケアマネ事業所と居宅サービス事業所の間で交わさ
れるケアプランデータ連携システム等の活用を地域で促進し、データ連携に
よるメリットや好事例を収集

（２）小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善
⚫ 人材募集や一括採用、合同研修等の実施、事務処理部門の集約、協働化・大
規模化にあわせて行う老朽設備の更新・整備のための支援 等



総合的な介護人材確保対策（主な取組）

①介護職員の
処遇改善

②多様な人材の
確保・育成

③離職防止
定着促進
生産性向上

④介護職の
魅力向上

⑤外国人材の
受入れ環境整備

○ 介護福祉士修学資金貸付、実務者研修受講資金貸付、
介護・障害福祉分野就職支援金貸付、再就職準備金貸付
による支援

○ 中高年齢者等の介護未経験者に対する入門的研修の実
施から、研修受講後の体験支援、マッチングまでを一体的に
支援

○ 多様な人材層の参入促進、介護助手等の普及促進
○ キャリアアップのための研修受講負担軽減や代替職員の確保支
援

○ 福祉系高校に通う学生に対する返済免除付きの修学資金の貸
付を実施

○ 介護ロボット・ＩＣＴ等テクノロジーの導入・活用の推進
○ 令和６年度介護報酬改定による生産性向上に係る取組の
推進（介護報酬上の評価の新設等）

○ 介護施設・事業所内の保育施設の設置・運営の支援

○ 生産性向上ガイドラインの普及、生産性向上の取組に関する相談
を総合的・横断的に取り扱うワンストップ相談窓口の設置

○ 悩み相談窓口の設置、若手職員の交流推進
○ オンライン研修の導入支援、週休３日制、介護助手としての就労
や副業・兼業等の多様な働き方を実践するモデル事業の実施

○ 民間事業者によるイベント、テレビ、SNSを活かした取組等を通じて全
国に向けた発信を行い、介護の仕事の社会的評価の向上を図るとと
もに、各地域の就職相談のできる場所や活用できる支援施策等の周
知を実施

○ 学生やその保護者、進路指導担当者等への介護の仕事の
理解促進

○ 介護福祉士を目指す留学生等の支援（介護福祉士修学資
金の貸付推進、日常生活面での相談支援等）

○ 介護福祉士国家試験に向けた学習支援（多言語の学習教
材の周知、国家試験対策講座の開催）

○ 介護人材の確保のため、これまでに累次の処遇改善を実
施。介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善
加算、介護職員等ベースアップ等支援加算の創設・拡充に
加え、介護職員の収入を２％程度（月額平均6,000円相
当）引き上げるための措置を、2024年２月から５月まで実施。

○ 令和６年度報酬改定では、以下の改正を実施。
・ 介護職員の処遇改善のための措置をできるだけ多くの事業所に活
用されるよう推進する観点から、３種類の加算を一本化。

・ 介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度に
2.0％のベースアップへと確実につながるよう、加算率を引き上げ。

○ 2040年度には約２８０万人の介護職員が必要と見込まれる中（※）、将来にわたって必要な介護サービスを安心して

受けられるよう、その担い手を確保することは重要な課題。

※第８期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計。2019年度（211万人）比で＋約６９万人（3.3万人/年）

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、④介護職
の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

○ 海外12ヵ国、日本国内で特定技能「介護技能評価試験」等の実施
○ 海外向けオンラインセミナー等を通じた日本の介護についてのPR
○ 働きやすい職場環境の構築支援（国家資格の取得支援やメンタルヘ
ルスのケアのための経費助成、eラーニングシステム等の支援ツールの
導入費用の助成、介護の日本語学習支援、巡回訪問等）



介護現場における生産性向上（業務改善）の捉え方と生産性向上ガイドライン
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介護サービスにおける生産性向上の捉え方

⚫ 事業所が生産性向上（業務改善）に取り組むための指針としてガイドラインを作成。

➢ より良い職場・サービスのために今日からできること（自治体向け、施設・事業所向け）

➢ 介護の価値向上につながる職場の作り方（居宅サービス分）

➢ 介護サービスの質の向上に向けた業務改善の手引き（医療系サービス分）

生産性向上に資するガイドラインの作成

【介護サービス事業における生産性
向上に資するガイドライン】

https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei.html

介護現場における生産性向上
とは、介護ロボット等のテク
ノロジーを活用し、業務の改
善や効率化等を進めることに
より、職員の業務負担の軽減
を図るとともに、業務の改善
や効率化により生み出した時
間を直接的な介護ケアの業務
に充て、利用者と職員が接す
る時間を増やすなど、介護
サービスの質の向上にも繋げ
ていくこと



介護現場における生産性向上ガイドライン
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①職場環境の整備
②業務の明確化と役割分担
(１)業務全体の流れを再構築

②業務の明確化と役割分担
(２)テクノロジーの活用

③手順書の作成

⑥OJTの仕組みづくり⑤情報共有の工夫④記録・報告様式の工夫 ⑦理念・行動指針の徹底

取組前 取組後

介護職員が
専門能力を発揮

介護助手
が実施

介護職の業務が
明確化されて
いない

業務を明確化し、
適切な役割分担を
行いケアの質を向上

職員の心理的
負担が大きい

職員の心理的
負担を軽減

職員によって異なる
申し送り

申し送りを
標準化

帳票に
何度も転記

タブレット端末や
スマートフォンによる
データ入力（音声入
力含む）とデータ共有

活動している
職員に対して
それぞれ指示

インカムを利用した
タイムリーな
情報共有

職員の教え方に
ブレがある

教育内容と
指導方法を統一

イレギュラーな
事態が起こると
職員が自身で
判断できない

組織の理念や行動
指針に基づいた
自律的な行動



介護現場における生産性向上ポータルサイト

7

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/index.html
2023年11月リリース

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/index.html


介護現場デジタル改革パッケージ
ケアプランデータ連携活用促進モデル地域づくり事業

16

➢ モデル地域の規模は、市町村内に１～２ヵ所程度を想定。
➢ モデル地域内に構築される事業所グループは数十～百程度の事業所グループとなることを想定。
➢ 事業所グループの構築は以下の方法が想定される。

• 都道府県または市区町村が公募して参加事業所を募集する。
• 管内の事業者団体等に推薦やグループの構築を依頼する。

➢ 市区町村がモデル地域の運用主体になることも想定。（都道府県が運営経費として市区町村に
対して補助金を交付することも可能）

【対象経費】
⚫ 介護ソフト、PC等の連携システムの利用

に必要な機器等
⚫ ケアプランデータ連携システムの活用に

係る研修
⚫ 業務コンサルタントの活用
⚫ タイムスタディ調査、ヒアリング調査等
⚫ 好事例集の作成

補助上限額･･･１モデルあたり850万円（１都道府県で５モデル）



17https://www.careplan-renkei-support.jp/

https://www.careplan-renkei-support.jp/
https://www.careplan-renkei-support.jp/


これまで毎月紙でやり取りされ、介護事業所の負担が大きかったケアプラン（計画・予定・実績の情報）をオンラインで完結するシステムを提供。
「データ連携標準仕様」に対応した介護ソフトとの連携により、ケアマネ・サービス事業所共に転記不要による事務負担の軽減を実現。

ケアプランデータ連携システムについて
（令和５年度より国民健康保険中央会にて本格稼働）

ケアプランデータ連携システムで期待される効果
⚫手間、時間の削減による事務費等の削減
⚫データ自動反映による従業者の「手間」の削減・効率化
⚫作業にかける「時間」の削減
⚫従業者の「心理的負担軽減」の実現
⚫従業者の「ライフワークバランス」の改善
⚫事業所の「ガバナンス」、「マネジメント」の向上

イメージキャラクター

ケアプー

【計画・予定情報の流れ】

※実績情報は逆の流れ（居宅介護支援事業所←居宅サービス事業所）となり、予定情報と同様、真正性確認の上、振分けられる。

へプルデスクサポートサイト

転記不要

18

介護報酬請求で使用されている

セキュリティ方式により安全に送受信



介護現場デジタル改革パッケージ
小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善事業

25

小規模法人を１以上含む複数の法人による事業者グループが協働化等を
行う取組を支援
【対象経費】
① 人材募集や一括採用、合同研修等の実施
② 従業者の職場定着や職場の魅力発信に資する取組
③ 人事管理システムや福利厚生等のシステム・制度の共通化
④ 事務処理部門の集約・外部化
⑤ 各種委員会の設置や各種指針の策定等
⑥ 協働化等にあわせて行うICTインフラの整備
⑦ 協働化等にあわせて行う老朽設備・備品の更新・整備
⑧ 経営及び職場環境改善等に関する専門家からの助言
⑨ その他本事業に必要と認められるもの

基準額･･･１法人あたり120万円、１事業所グループあたり1,200万円



介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業
通称：介護現場デジタル改革パッケージ

１と併せて３を実施 国・都道府県４/５、事業者１/５
２を実施 国・都道府県10/10
１又は３のみを実施 国・都道府県３/４、事業者１/４

【補助率】

１ 介護テクノロジー定着支援事業
２ 地域における介護現場の生産性向上普及推進事業

（１）面的支援によるモデル施設の育成・モデル地域づくり事業
（２）ケアプランデータ連携による活用促進モデル地域づくり事業

３ 協働化・大規模化等による職場環境改善事業


	スライド 1: 介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業　説明会        
	スライド 2
	スライド 3: 介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業
	スライド 4
	スライド 5: 介護現場における生産性向上（業務改善）の捉え方と生産性向上ガイドライン
	スライド 6: 介護現場における生産性向上ガイドライン
	スライド 7: 介護現場における生産性向上ポータルサイト
	スライド 8: 介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務
	スライド 9: 介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業 通称：介護現場デジタル改革パッケージ
	スライド 10: 介護テクノロジー定着支援事業
	スライド 11: 介護テクノロジー定着支援事業
	スライド 12: 介護テクノロジー定着支援事業
	スライド 13: 介護現場デジタル改革パッケージ　 面的支援によるモデル施設の育成・モデル地域づくり事業
	スライド 14: 自治体向け手引き　より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き）
	スライド 15: 自治体向け手引き　より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き）
	スライド 16: 介護現場デジタル改革パッケージ　 ケアプランデータ連携活用促進モデル地域づくり事業
	スライド 17
	スライド 18: ケアプランデータ連携システムについて （令和５年度より国民健康保険中央会にて本格稼働）
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21: 介護分野におけるＫＰＩ
	スライド 22: 基盤・環境の整備のKPI　　～Environment 
	スライド 23: 介護分野におけるKPI　今後の取扱の方向性
	スライド 24: 介護現場デジタル改革パッケージ　 ケアプランデータ連携活用促進モデル地域づくり事業
	スライド 25: 介護現場デジタル改革パッケージ 小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善事業
	スライド 26: 介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業 通称：介護現場デジタル改革パッケージ
	スライド 27: 介護分野におけるデジタル行財政改革の方向性
	スライド 28: 介護分野におけるＫＰＩ
	スライド 29: 令和６年度介護職員の働きやすい職場環境づくり 内閣総理大臣表彰・厚生労働大臣表彰（概要）
	スライド 30: 都道府県の皆様にお願い
	スライド 31: 都道府県の皆様にお願い（事務連絡）



